
障害者就業・生活支援センターと
市町村障害者就労支援センターの活動

NPO法人東松山障害者就労支援センター
障害者就業・生活支援センターＺＡＣ
就業支援担当 手塚章太朗
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2024年度ジョブ・サポーター研修（ベーシックコース）



特定非営利活動法人 東松山障害者就労支援センター

2024/6/14 http://www.zac-saitama.org/ 2

〇東松山第1事業課
・障害者就業・生活支援センターZAC
・東松山市障害者就労支援センターZAC
・リレーションシップセンター東松山（※）

〇東松山第2事業課
・障害福祉サービス事業所
就労支援センターＺＡＣ
（就労移行支援事業所
自立訓練事業所
就労定着支援事業）

自己紹介

※リレーションシップセンター 法人独自で行っている事業。初回の相談からアセスメントを中心に行う事業所。

〇久喜事業課
・リレーションシップセンター久喜（※）
・就労支援センターGrassroots

（委託訓練 就労準備コース）

〇浦和事業課
・埼玉県障害者
雇用総合サポートセンター
（職場定着支援部門）
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自己紹介

東松山市障害者就労支援センター 平成13年からスタート（県内で3番目）
障害者就業・生活支援事業 平成15年からスタート（県内初の受託）

東松山近隣の市町村は、
障害者就業・生活支援センターでカバーしている。



本日の内容

•障害者就業・生活支援センターについて （スライド5～10）

•市町村障害者就労支援センターについて （スライド11～14）

•両センターの効果的な活用について （スライド15～24）

• まとめ （スライド25）

•資料 （スライド26～31）
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●職業リハビリテーションの推進

・職業紹介等 公共職業安定所・ハローワーク

・障害者職業センター （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

・障害者就業・生活支援センター

●障害者に対する差別の禁止等

●対象障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等

・法定雇用率制度

・助成金制度

障害者の雇用の促進等に関する法律
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障害者就業・生活支援センターとは・・・

平成14年より
職業リハビリテーションの1つとして
明文化されている。



障害者一人ひとりの特性に配慮した職業指導、職業紹介等の職業リハビリテーションを、医療・保健福祉・教育等の関係機関の連携のもとに実施。

障害者就業・生活支援センターとは・・・

公共職業安定所・ハローワーク 〔５４４カ所〕 （厚生労働省）

就職を希望する障害者の求職登録を行い（就職後のアフターケアまで一貫して利用）、専門職員や職業相談員がケースワーク方式により
障害の種類･程度に応じたきめ細かな職業相談・紹介、職場定着指導等を実施

障害者職業センター （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

○障害者職業総合センター〔１カ所〕 高度の職業リハビリテーション技術の研究・開発、専門職員の養成等の実施

○広域障害者職業センター〔２カ所〕 障害者職業能力開発校や医療施設等と密接に連携した系統的な職業リハビリテーションの実施

○地域障害者職業センター〔各都道府県（５２カ所（うち支所５カ所））〕障害者に対して、職業評価、職業指導、職業準備訓練、職場適応
援助等の専門的な職業リハビリテーション、事業主に対する雇用管理に関する助言等を実施

障害者就業・生活支援センター

（都道府県知事指定の社会福祉法人、NPO法人等が運営）〔３３７センター〕（令和6年4月現在）

障害者の身近な地域において、雇用、保健福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、就業面及び生活面における一体的な相談・支援
を実施
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地域のコーディネーターとしての役割を担っている。

職業リハビリテーションの実施体制



障害者就業・生活支援センターとは・・・
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就業支援部門（職業安定局） 生活支援部門（障害保健福祉部）

事業者指定 都道府県知事

実施主体 国（委託事業） 都道府県

運営主体 社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等

業務

・就業に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習の
あっせん）、求職活動支援
・職場定着支援
・事業所に対する障害者の障害特性を踏まえた雇用管
理に関する助言
・関係機関との連絡調整
・在職者交流活動
・地域の就労支援力の底上げ
・関係機関との連携会議
・その他 厚生労働省の定める業務

・生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活
の自己管理に関する助言
・住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関す
る助言
・関係機関との連絡調整

契約等経費
委託契約
労働局が法人と委託契約を締結し、委託費を支出

国が都道府県に対し経費の1/2を補助し、
各都道府県が法人と委託契約を締結し、委託費を支出

基本体制

通常センター：
主任就業支援担当者 １人
就業支援担当者 １～6人
主任職場定着支援担当者 １人（54箇所）
小規模センター：就業支援担当者 １人

生活支援担当者 １人
（都道府県によっては機能強化）

基準配置は、主任就業支援担当者1名、就業支援担当者1名
としているが、支援対象地域の圏域人口規模、定着支援や、精
神障害者への支援、企業支援に関する実績を踏まえ、就業支
援担当者の人数が異なる。



●相談・支援業務【全センター】
●地域の就労支援力の底上げのための
ネットワーク形成【全センター】
●職場定着及び就労促進に係る効果的
な支援メニュー
・在職者交流活動【全センター】
・ピアサポート活動【全センター】
・SSTの活用【該当センター】
・アセスメントツールの活用【該当セン
ター】
●移動相談【該当センター】
●障害が疑われる生活困窮者等への支
援【該当センター】
●障害者就業支援アドバイザーの設置
【全センター】
●国等が主催する会議・研修等への出
席【全センター】
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2002年（平成14年…）

●就業面、生活面
での相談・支援
●在職者交流活動
●関係機関との
連絡会議

2021年度（令和3年度） 2022年度（令和4年度） 2024年度（令和6年度）

障害者就業・生活支援センターの役割

●相談・支援業務【全センター】
●地域の就労支援力の底上げのための
ネットワーク形成【全センター】
●職場定着及び就労促進に係る効果的
な支援メニュー
・在職者交流活動【全センター】
・ピアサポート活動【全センター】
・SSTの活用【該当センター】
・アセスメントツールの活用【該当セン
ター】
●移動相談【該当センター】
●障害者就業支援アドバイザーの設置
【希望センター】
●国等が主催する会議・研修等への出
席【全センター】
＊障害が疑われる生活困窮者の支援は
記載からはなくなったが通常の支援対象
となった

●相談・支援業務【全センター】
●地域の就労支援力の底上げのための
ネットワーク形成【全センター】
●職場定着及び就労促進に係る効果的
な支援メニュー
・在職者交流活動【全センター】
・ピアサポート活動【全センター】
・SSTの活用【該当センター】
・アセスメントツールの活用【該当セン
ター】
●移動相談【該当センター】
●障害者就業支援アドバイザーの設置
【希望センター】
●国等が主催する会議・研修等への出
席【全センター】
●中高年齢者の継続雇用に関する相談
支援【全センター】

※赤字は追加もしくは変更された業務

『地域の支援機関のネットワークのハブとしての役割』
地域の支援機関や関係機関の連携を図るハブ機関として、地域における支援ネットワーク形成
や、支援機関
および企業の支援担当者等への支援ノウハウの移転等により地域全体の支援水準の底上げを
図る。
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障害者就業・生活支援センターの役割

R4.1.21障害者雇用と福祉の連携の促進について関係資料より抜粋

新たに障害者就業・生活支援セ
ンターに期待される役割

・地域の支援機関に対するスー
パーバイズ
・困難事例への対応
・障害者職業センターとの連携
強化

地域の支援ネットワークの強化

＝

ポイント

＊令和6年4月現在は
337ヶ所



埼玉県内の障害者就業・生活支援センター
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各圏域に1つの設置とあるが、
平成22年に福祉圏域が変更。

1つの圏域に2つ。
圏域にセンターがないところがでてきて
いるが、各センターでカバーをして対応
している。



障害者の就労機会の拡大を図るために、地域で一番身近な市町村が設置する支援施設であり、障
害者やその家族の求めに応じて、職業相談、就職準備支援、職場開拓、職場実習支援、職場定着支
援の業務を行なう障害者就労支援の最前線の窓口。

埼玉県独自の事業であり、平成13年から県内すべての市町村に設置することを目標にして始まる。

センターのある市町村に在住もしくは在勤の方。
＊設置している市町村によって異なります。（在勤者を含まない、等）

対象者

目的

市町村障害者就労支援センターとは・・・
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市町村障害者就労支援センターとは・・・
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担当課 埼玉県産業労働部雇用労働課

実施主体 市町村

運営主体 社会福祉法人、医療法人、NPO法人、合同会社、株式会社、行政等

業務内容 ・就業に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）、求職活動支援
・職場定着支援
・事業所に対する障害者の障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言
・関係機関との連絡調整
・生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管理に関する助言
・住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言 等

契約等経費 市町村の予算で委託契約
市町村が運営主体と契約。もしくは行政で実施

体制 就労支援担当者 1人～
市町村の予算や、就労支援の力の入れ方により異なる。

センターの運営は各市、町の要綱や条例で定められ、地域格差が大
きい。支援の質の維持と向上は、これまでも、今後も課題となっている。



市町村障害者就労支援センターについて
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未設置市町村からの相談につ
いては、近隣の障害者就業・生
活支援センターが相談対応して
いる。



障害者就業・生活支援センターと市町村障害者就労支援センターの違い
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障害者就業・生活支援センター 市町村障害者就労支援センター

根拠法 障害者雇用促進法 特になし（埼玉県独自の事業）、市町村条例など

実施主体 国（委託事業）、都道府県 市町村

運営主体 社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等

業務

・就業や生活に関する支援
・関係機関との連絡調整
・在職者交流活動
・地域の就労支援力の底上げ
・関係機関との連携会議
・その他 厚生労働省の定める業務

・就業や生活に関する支援
・関係機関との連絡調整

契約等経費
労働局が法人と委託契約を締結し、委託費を支出
国が都道府県に対し経費の1/2を補助し、
各都道府県が法人と委託契約を締結し、委託費を支出

市町村の予算で運営
市町村が運営団体に委託、もしくは直営

基本体制

通常センター：
主任就業支援担当者 １人
就業支援担当者 １～6
主任職場定着支援担当者 １人（54箇所）

小規模センター：就業支援担当者 １人
生活支援担当者 １人
（都道府県によっては機能強化）

就労支援担当者 1人～



障害者就業・生活支援センターと
市町村障害者就労支援センターの活用方法

・企業の場合

・当事者（障害者）の場合
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企業の場合

〇どのようなときに利用すればよいか？

①雇用を始めたい
・業務が決まっている場合
・業務が決まっていない場合
・雇用を始めたいが、社内の理解が得られない
②すでに雇用している
・追加で雇用したい
・現在雇用している人の対応で困っている

etc...
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企業の場合

雇用を始めたい場合 その①
・業務が決まっている場合
①支援機関による見学
②支援機関が登録者にマッチしている人がいるか確認
③対象者見学、実習
④採用に向けた手続き

職場体験実習の勧め
障害者就業・生活支援センターや市町村就労支援センターの支援では、業務にマッチしそうな登録者（対象者）がい
る場合に体験実習をお願いすることがあります。
体験実習は、対象者本人にとっていい経験になるとともに、受け入れる企業側にも実際に働いた場合に本人の働き
ぶりや、現場での受け入れがどうなりそうかを知ることができるいい機会となります。
特に障害者の受け入れ経験がない、あるいは少ない企業、現場では体験実習の実施をお勧めします。
体験期間は3～10日間程度です。
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企業の場合

雇用を始めたい場合 その②
・業務が決まっていない場合
①支援機関による見学、切り出せる業務があるか一緒に検討
②切り出した業務でどのような雇用が可能か検討（時間、日数など）
③支援機関が登録者にマッチしている人がいるか確認
④対象者見学、実習
⑤採用に向けた手続き

業務の切り出しにあたっては、社内から広く該当しそうな業務を募るのも一つの方法。
・発生頻度が高い。または定期的に発生する。
・イレギュラーが少ない定型、または反復作業。
・まとまった量がある。
などが比較的適している。単一の業務でまとまった作業量が確保できなければ、いくつかの業務を
組み合わせるやり方もある。
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企業の場合

雇用を始めたい場合 その③
・雇用を始めたいが、社内の理解が得られない

理解を得られないのは
上層部（社長や幹部）？
現場？

取り組む目的は
雇用率達成？
社会貢献？

企業によって事情は異なる。企業が必要とする情報を提供するの
も支援機関の仕事。

担当者の熱意だけではなかなか雇用が進まないことも
多い。
現場に対して説得力を持たせるには上層部から言質
を取ることは重要！
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企業の場合

すでに雇用している場合 その①
・追加で雇用したい
①受け入れ部署の決定
②業務、雇用条件が確定したら支援機関に情報提供
③支援機関が登録者にマッチしている人がいるか確認
④対象者見学、実習
⑤採用に向けた手続き

すでに受け入れを行っている部署に追加で募集をかけるのか、新たに別の部署で募集をかけるの
かによっても対応は異なるので注意！
新たな部署で受け入れを行う場合には初めて受け入れを行った際と同様のプロセスで業務の切
り出しを行う必要あり。
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企業の場合

すでに雇用している場合 その②
・現在雇用している人の対応で困っている

←すぐにお近くの障害者就業・生活支援センターまたは障害者就労支
援センターにご相談ください。

雇用管理上の問題は、企業が解決するべきもの・・・ではあるが、
障害者に対する対応に慣れないうちは第三者機関を入れた方がスムーズ。
将来的に自社で対応するためにもはじめの内は支援機関を頼ることがお勧め。
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当事者（障害者）の場合

〇どのようなときに利用すればよいか？

①これから働きたい
・働きたいが、どうしたらいいかわからない
・働きたいが、何が向いているか、どんな仕事を選べばいいかわからない
・働きたいが、どんな仕事があるのかわからない

②すでに働いている
・現在の仕事で困っている
・転職を考えている

etc...
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当事者（障害者）の場合

これから働きたい場合
・働きたいが、どうしたらいいかわからない
・働きたいが、何が向いているか、どんな仕事を選べばいいかわからない
・働きたいが、どんな仕事があるのかわからない

本人の話から
・働く目的、動機
・仕事のイメージ
・得意なこと、苦手なこと
等を整理、共有。整理した情報をもとに、選択肢を提示。（できれば選択肢は複数）
本人の納得感が大事。
納得して進めたことであれば、上手くいかなくても一つの収穫と感じてもらえることが多い。
アセスメントや、企業見学、実習など体験を伴う動きを入れると有意義な情報が集めやすい。

ポイント
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当事者（障害者）の場合

すでに働いている場合
・現在の仕事で困っている
・転職を考えている

・現状の確認（客観的事実）
・本人が希望している事
・実際に取りうる手段
これらの確認が重要。
ポイントとなるのは、在職中の仕事であれ、転職であれ「働き続けられること」が最重要であること。
どんなケースであれ「働き、給料をもらい続けること」という目的を共有できていれば方針は定まりや
すい。逆に、この点が共有できない場合、離職状態に陥るリスクが高まる。

ポイント

職場への訪問など状況確認が必須！



まとめ

・障害者就業・生活支援センター、市町村障害者就労支援センターの支援対象者は年々

増加。求められる支援は多様化、複雑化。

・障害が疑われる生活困窮者、ひきこもり（50－80問題）、中高年齢の障害者、

障害グレーゾーンの若者、難病患者など対象者像も広がっており、求められる業務の

幅も拡大傾向。

・雇用率の引き上げ、除外率の引き下げ等により障害者雇用に対する社会的要請も

増大が予想される。

・これらのニーズに応えていくために、企業と支援機関は協力してより多くの障害者

を「働く」につなげ、インクルーシブな社会の実現に向け取り組むことが求められる。

・障害者就業・生活支援センター、市町村障害者就労支援センターは地域から必要と

される機関たるべくその有用性を証明し続けなければならない。
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【雇用の質の向上のための事業主の責務の明確化】

【障害者雇用と障害者福祉の連携促進】
・アセスメントの機能強化⇒令和7年10月 就労選択支援の創設
・障害者就労を支える人材の育成・確保⇒基礎的研修の実施に向けて準備中
・障害者就業・生活支援センターの基幹型機能⇒法的な権限はない。役割として担っていく。
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【多様な障害者の就労ニーズを踏まえた働き方の推進】
・雇用率制度 10時間以上20時間未満の障害者の取り扱い。⇒令和6年4月～
・障害者手帳を所持していない精神障害者、発達障害者及び難病患者の取り扱い。⇒今後検討
・就労継続支援A型事業所の利用者の雇用率算定について。⇒今後検討
・精神障害者に対する障害者雇用率等の算定
精神障害者の20時間から30時間未満の雇用率カウント算定特例の延長⇒これまで通り延長

・精神障害者に係る重度の取り扱い。⇒今後検討
・長期継続雇用者をダブルカウント。⇒今後検討

【障害者雇用の質の向上の推進】
・障害者雇用調整金、報奨金による対応。⇒令和6年4月～
・障害者雇用納付金の適用範囲の拡大。⇒100人以下の企業適用は保留
・障害者雇用を推進する事業主の取り組みに対する支援⇒令和6年4月～助成金の新設、拡充

【その他の諸課題】
・在宅就業障害者支援制度の活用促進。⇒令和5年4月～在宅就業支援団体の登録要件の緩和
・有限責任事業組合の算定特例の全国展開。⇒令和5年4月～
・除外率の引き下げ⇒令和7年度一律10ポイント引き下げ

今後の障害者雇用施策の充実強化について（労働政策審議会障害者雇用分科会意見書）

【その他】
・重度障害者等に対する職場や通勤等に
おける支援

・障害者雇用に関する優良な事業主の認定制度
（もにす認定制度）

障害者福祉施策と雇用施策の現状

多様性を尊重し、共に働
くための取り組みの強化。
今後、障害者雇用施策は
大きく変わってくる。
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令和6年4月～ 雇用促進法及び、総合支援法改正

障害者福祉施策と雇用施策の現状

・「就労選択支援」の創設。（令和7年10月～）
一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時的な利用

・雇用義務の対象外である週所定労働時間10時間以上20時間未満の重度身体障害者。重度知的障害者及び精神障害者に対し、
就労機会の拡大のために、実雇用率において算定できるようにする。
・障害者の雇用者数で評価する障害者雇用調整金等における支給方法を見直し、企業が実施すつ職場定着の取組に対する助
成措置を強化する。

【総合支援法の改正】

・中高年齢等障害者の雇用継続支援
・既存の各助成金のメニューの整理・拡充

障害者介助等助成金（資質向上のための助成）、職場適応援助者助成金（単価、上限額の引き上げ）、
重度障害者等通勤対策助成金（委託期間の拡充）、障害者雇用啓発活動（受け入れの経費を助成）

・障害者雇用相談援助事業の実施
・不正受給対策 等
・障害者雇用調整金・報奨金の調整後の支給額及び調整対象となる人数
・特定短時間労働者等の週所定労働時間の範囲（10時間以上20時間未満の重度身体障害者、重度知的障害者、精神障害
者が1人をもって０．５カウント）

【雇用促進法の改正】



●雇用障害者数64万2,178人 （61万
3,958人）

・身体 360,157人（＋0.7％）

・知的 151,722人（＋3.6％）

・精神 130,298人（＋18.7％）

●実雇用率2.33％（前年2.25％）

●未達成企業 53,963社

※うち31,643社は0人雇用企業

●達成企業割合

平成29年度 50.0％

平成30年度 45.9％

令和1年度 48.0％

令和2年度 48.6％

令和3年度 47.0％

令和4年度 48.3％

令和5年度 50.1％
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『中小企業、未達成企業の状況』
令和5年度 民間企業における雇用状況（全国）

1000人以上 62.1％
500～1000人未満 47.2％
300～500人未満 43.9％
100～300人未満 51.7％
43.5～100人未満 45.8％

雇用障害者数と実雇用率 達成企業
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『中小企業、未達成企業の状況』

令和5年度 民間企業における雇用状況（埼玉県）



企業規模別 企業数
（社）

障害者数
（人）

障害者実雇用
率（％）

法定雇用率達
成企業数
（社）

法定雇用率
達成企業の
割合（％）

0人雇用企業数
（社）/未達成
企業数（社）

43.5～100人未満 2,065
（2,043）

2,429（2,303） 1.82（1.75） 941（919） 45.6（45.0） 1,022/1,124

100～300人未満 1,273
（1,257）

4355.5
（4,462）

2.28（2.37） 693（686） 54.4（54.6） 148/580

300～500人未満 194（199） 1,616
（1569.5）

2.41（2.27） 92（80） 47.4（40.2） 0/102

500～1000人未満 146（143） 2,113
（2036.5）

2.35（2.31） 83（72） 56.8（50.3） 0/63

1000人以上 89（92） 6843.5
（6689.5）

2.89（2.74） 60（64） 67.4（69.6） 0/29

（計） 3,767
（3,734）

17,357
（17060.5）

2.42
（2.37）

1,869
（1,821）

49.6（48.8） 1,170/1,898
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法定雇用率達成企業の割合
令和3年度 47.8
令和2年度 44.3
令和元年度 48.8
平成30年度 46.1
平成29年度 49.4
平成28年度 49.0埼玉県 令和5年度 （令和4年度）

課題 『中小企業、未達成企業の支援』

雇用障害者数と実雇用率



資料（外部リンク）

• 障害者雇用対策 ｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

• 障害者雇用のご案内（厚生労働省）000767582.pdf 
(mhlw.go.jp)

• 令和４年障害者雇用促進法の改正等について｜厚生労働省
(mhlw.go.jp)

• 労働政策審議会 (障害者雇用分科会)｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

•社会保障審議会 (障害者部会)｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000077386_00019.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-rousei_126985.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/shingi-hosho_126730.html


以上で講義は終了です

ご清聴ありがとうございました
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